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アメリカの対東南アジア援助と工業化論

西 口 清勝

I は じ め に

戦後アメリカの対低開発国援助，それもその性格を集中的に表現している東

南アジア諸国への援助を分析することを通じて，いわゆる低開発国開発前(し

ばしば工業化論と呼ばれる〕の本質を明らかにする己と，ならびに低開発園経済

論の分野で今日支配的危学説c一つである国家資本主義論に批判的な検討を加

えるためD基礎を固める ζ と，以上が小論の課題である。

この課題に応えることが， 近年の日本の経済協力(~援助〉の激増， とりわ

け東南アジア諸国へ集中する〈連年， I政府開発援助」白約9割を占めている〕につ

れ，幾多の矛盾・あつれきを生みだしている原因を考察する際の一助となるこ

とを期待している。

II アメリカの対東南7ジ7援助

アメリカの対外援助全般については通常次のようじ言われている九

まず第一に，その時期区分としては，①救済・復興のための緊急援助の時期

(戦争終結から1947年まで)，②ヨーロッパ復興中心の経済協力法の時期 (1948-50

年)，③相主安全保障法の時期 (1951-60年)，④ r1961年ケネディ対外援助法]

を画期とする経済開発中心の総合的援助の時期 (1961-65年)， ⑤多角的共|可援

坊の時期 (1966年〕の 5つに分けられ，第二に， 援助資金の地理的分布は，

1) 奥村茂/1(，アメリカの後進国援助とその問題点，大医市立大学経済研究所「アヅアにおける国
軍資本主主主の研究lJ昭和39年。および，藤井正士，アメリカの?耐ト援助の概観 援助関慌立
法の推移，援助の内容，および国勝収支の問題ー←， 1.1νファ νンスJ195号，昭和42年4月，参
照。



アメリカの対東南アジア援助と工業化論 (6ず) 67 

1950年代末までのヨー?ロッパ(先進国〕中心からその後低開発国中心に変わっ

た ζ と，その地理的分布の変化が，第三に，援助の内容として50年代末からの

経済開発中心の援助に変化してきたことと院志していること，しかし，経済開

発が中心になってきたといっても，第四に，あらゆる時期を通じてアメリカの

対外援助には軍事的性格が強い乙と2l等である。

以上を東南アジアを中心にして考えてみると，繰り返すようであるが， 50年

代末までは7メリカの援助に占めるシェアが低かったこと，援助が軍事的生格

が強いこと， 50年代末から経済開発型の援助が増加していること，とまとめる

ことができる(以下検討するように実態もそのようになっている〕。

ところで，問題はその背後にある事実である。以下，時期を追って検討して

みよう。第 1表に不されるように，第二次大戦直後には，日本，朝鮮，台湾，

フ 4 リピンおよび中国を除けば，それ以外の東南アジア諸国にはほとんど援助

第 1表第2次大戦直後のアジアにおげる米国の救済贈与
正単位 1帥方ドル〕

|UNRRA問調広之l-(1945← 47年〉輿(救19済47-48年)
E十

中国及び台湾 372.8 45.7 418.5 

日本及び琉球 1，200.0 1，200.0 

朝 鮮 0.6 326.0 326.6 

ヲィリピン 7.1 520.0 527'.1 

計 2，472.2 

(注〕 数字は，歴年による債務負担額であって支出額ではない。
なお，戦時物費の蓄積から援助を評価することが困難であることと，非軍事剖救商というよ

りはむしろ直接の軍事支出であるとい5理由で武器貸与(中国民7億6，900万ドル).余剰物資
贈与(ピルマ， 中国， インド， イソドネシア， 日本， 韓国， タイおよびフィリピンに 3億

9.000万ドル)， および戦争直後の時期に供与されたクレシット(フィリピンに7，000万ドル，
中国に2憶4.000万ドル)は除かれている。

(出所) Charles Wolf.， FQreign Aid-ーTheo叩 andPractue l~n Soutl削 "J1 Asu1-， 1960， p. 16 
鹿島守之助訳『南方アジアにおける対外援助一理論と実際j昭和32年， 15ベ ジ。

の たとえば，島恭車数授は，対外経済援助も広義の国防費の中に含める見解のあることを紹介さ
れている。島恭彦「軍事費J昭和41年， 25へ とん
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は与えられていない。そして第 1表以外で1950年までに供与されたものをとり

だしてみても， 中国援助法に基づき 4億ドル，韓国援助法に基づき 2億3，000

万ドノレ(内3，000万ドルはガりオア資金から移管)，相互防衛援助法に基づ肯，韓国，

フィリピY および台湾を中心とする地域に 1億 9，400万トワレ，それに若干の技

術援助で全てであった九 このことは， 東南アジア諸国とい勺ても，アメりカ

が軍事占領した日本， 日本の植民地であった(その植民地支配体制の崩壊に伴ない，

その限りでアメリカの介入が容易であった〉朝鮮・台湾， アメリカの植民地であっ

たフィリピンおよび中国と，戦後この地域内再び復帰してきたヨーロザバの宗

主国〔イギリ人フラン九オラ γダ〉の植民地・従属国であった地域とは区別す

る必要のあることを教えている。この間の事情を少し長〈なるが C.ウォノレ

フに聞いてみよう。

「東北アジア〔日本と朝鮮】及び中国における米国の救済援助の顕著な投割とは対

照的に，南方アジア圏内の米国自援助活動は，この期間フィリピンに限られていた。

政治問題も経済問題も共に重大であフたにもヵ、かわらず南方アジアは，最初米国

自第一義的関心または責任の地域』こは考えられていなかったG 東北アジア及び中国に

おいては，米国は戦時中も戦後も共に長い係り合いり記録を有している。アジア圏内

においては，フィリピγ を例外として米国白経験と関心とははるかに限られていた。

戦後の第一義的責任は，戦前における如<.既存の植民地列強，すなわち， ィγ 下

半島，ピ/レマ及びマラヤにあってはイギリス人，イ γ ドシナにあってはフランス人，

インドネシアにあってはオランダ人に在ると看倣きれていた。ひとりフィリピンに対

しては，米国が1945-47年の時期に即時且つ決定的に責任をとることになった。 1945

年のフィリピン復興法 ーはこの関係の反映である。p

C ウォルフも認めているように「政治問題も経済問題も共に重大であった

にもかかわらずPアメリカは援助を与えることでフィリピン以南の東南アジア

3) C. Wolf.ゆ cit.，p. 69，鹿島訳z 前掲書，凹ペ一三九

4) !bid. pp. 20-21，向上， 22-23へジ。
5) 実際，睦済情勢も政治情勢も重大であったのであり j 今川臣民によれば，フイリピγ，ピル
マ，マレ ，ィ γ ドグナ，タイと「戦後動古」は広がっていき， 11948年の東南アジアは，まさ
に戦後動乱がヒークに達したともいえる融動の巷でありたJ今)11瑛 F東南アジア現代史」昭
和47年， 355へジー
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地域に分入しなかった。そして.その理由は，宗主国の責任に佳かせるという

ことであった。

次に，第 2表が示すように， 50年代に入っても思とくにその初頭においては

一一対低開発国援助は， 1949年のポイント・フォアを契機に ~O年の経済協力

法に基づき開始されていた，そして南方アジアに対しでも， 1950年のグリフィ

第 2表， 1951-57会計年度南方アジア諸問における米国経済・技術

債務負担額および軍事支持債務負担額 (単位 10口万ドル)

名 1195~州四 1954 間 I 1956 I四 |総額

アフカ1 ニスタン 0口6 0.64 2.14 2，51 2.01 18.30 14.39 40.05 

ピ ノレ マ 10.80 13.67 6.93 。 。 。25.00 56.40 

経
セイ ロ ソ 0.04 。01 G E o 5.00 6.08 11.13 

済
イ :/ ド 5.19 52.71 43.58 86.85 84.43 60.88 68.72 402.36 

インド、ンナ 21.83 24.60 23 史問 24.45 26.77 41.53 65.88 229.04 

投 (12.20) (10.98) 

術 ラ オス (6.61) (5.96) 

債 ベトナム (22.72) (48.94) 

T若 イγ ドネシア
07908 4 

8.06 3.56 3.91 7.00 11.10 26.72 68.33 

負 不パール 0.20 0.45 0.74 2.37 1.96 4.35 10.11 

担 ノ 4 キ戸、?< :/ 0.45 10.60 26.80 22.73 71.36 66.68 61.67 260.29 

額 アィリピソ 15.11 32.10 17.92 14品 19.64 26.58 33.91 159.71 

タ イ 8.88 7.1 6.46 8.73 38.16 34.46 34.50 13829 

総 額 I70判1胡 69山

インドシナ 678.57 品5.82 254.51 272.48 l
l
641.38 

(32.89) ('目 50)

オス (42.04) (38.48) 

トナム (179.58) (210.50) 

...-.~キア、タ γ 40.88 87.00 77.88 

プィリピ γ 9.50 2.50 12.00 

タイ 8.37 8，37 

総 額| 453.69 297也89

(注〉 公法480号による余剰商品援胡のインド不シア向け(1956年に9，t!OO万ドル)，ピルマ向け

(1957年に1，700万ドル)，およびインド向け (1957年に2億9.000万ドル〕を除く.
(出所〉巴 Wolf，op. cit.， pp. 403-404，鹿島訳，前掲書.548ト549ベ--:/0
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Y調査団の勧告が山ていたにもかかわらずー←アメリカはそれ以前と同じ態度

をとりつづけていたが，その理由は次の通りであった。

「南方ア y ア経済・技術援助は， 1950年3月と 4月に東南アジアを視察したグリプ

ィン調査団の勧告の結果にもとづいて， 1951会計年度はじめて開始された。グリフィ

ン調査団は，中国における経験から申告い影響を埜けたの米国の対外援助・技術援助は

園内開発を促進し，政治安定に寄与できる重要な資源である，との見解をとっていた。

しかし，その翌年になるまで米国は南アジアに対して積極的な援助を始めなかっ

た。そり理由は，南アゾアが中国本土における共産主義の勝利にそれほど脅威を受け

ていなかったと考えられ，また本来南アジアでの援助要請は英連邦の責任であると考

えられていたからである。J6l

「南方アジアが中国本士における共産主義の勝利にそれほど脅威を受けてい

なかった」言いかえれば，中国革命の成功に力づけられた反帝国主義，反植民

地主義の民族解放闘争が勝利をおさめ社会主義を展望するおそれのある段階に

なるまでは介入しない，それまでは民族解放闘争の矢面に立ち，支配体制を維

持するのは英連邦ニイギリスの負担で行なうべきだというのである。

以上述べてきたことを統計を利用して確認しておこう。既に述叫たように，

それでなくても 1950年代末までは援助町中心はヨーロヅパ〈先進国)にあった

のであり，東南アジアのアメリカの援助に占めるシェアは低いが，日本，台湾，

韓国(およびフィリピン〕を除〈ならば5日年代においてもそのV ェアは著るしく

{丘〈なるのである。

第 3表および第4表に示したように， C.ウォルフの数値を仮に直接アメリ

カの公式統計とつき合わせてみると，南方アジア諸国の軍事援助と経済援助の

シェアは，それぞれ 9.0%と8.3%になるが，これを軍事および経済援助の各国

別の公式統計が入手できなかったためアメリカの政府援助に占める C ウォノレ

フの言う南方アジア諸国(アフガエスタ山ピルマ，セイロン，インド，カ Yポジア，

ラオス，南ベトナム，イシドネシア，ネパール，フィ介ピン，タイ〉のシヱ 7を求め

6) C. Wo]f，噌叫， pp. 108-109，塵島訳，前掲毒 146ベジ。
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ると第 5哀のようにな石。フィリピYを除けば， 1951-57年ではわずかに5.7%

であり， 1964-70年の34.6%の自分の 1にしかすぎなかったのである。

そLて， このようなアメリカの援助政策 C=援助を与えないEいう政策)の方針

は徹底していたのであって，なるほどアメリカは戦後ヨーロッパ諸国にヨーロ

γ パ 復興援助 CERP)として援助を与えていたが， それが宗主国を通じて東

第 3表 アメリヵの軍事援助の地理的分布 1951-57年

|金額 (100万ド川|構成比例〉

総 額 19，163 100.0 

西ヨ ロ ツ ノミ 11，983 62.5 

中東・アフリカ・南アクア 2，349 12.3 

ア 妄6〆予 ア ・ 太 平 洋 4，274 22.3 

米 州 諸 国 366 1.9 

カ ナ ダ 。 。
そ の 他 199 1.0 

南方アジア諸国 1，740 9.1 

場向上合， フィリピンを除いた 1，728 9.0 

(出所) 南方アゾア諸国については，第2表，その他については， U.S.Dep七 01

Commerce， Statistical Abstract Q/' the United States， 1958， p. 870 
および pp.870-873の数億から作成。

第 4表ーアメリヵの経済援助の地理的分布 1951-57年

|金額 (1田万ドル)I 構 成 上t

総i 額 14，640 100.0 

南 ア ジ ア 812 5.5 

ア ジ ア・ 太 平 洋 4，145 28.3 

〔日ト本 坑 球〉 577 3.9 

f台 湾) 610 4.2 

〈韓 国〕 1，551 10.6 

南方 7 ~ア諸国 1，376 9.4 

場向上合， 7ィリピンをE弘、た 1，216 8.3 

(出所〉 第2表および第3表。
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南アジア地域に流用されることを許さなかったのである。ヲラ Y ス，オラ Y ダ

に対して， 自らの通貨闘であったイ Y ドジナ，イ y ドネジアの輸入決済をフラ

ン，ギルダーをもって行なわせず， ドノレによる決済を命じたため. ER，P援射J

は，フラ γス，オランダにとってドノレ収支負担の軽減にならなかったことなど

その一例である九

と乙ろでアメリカが以上のような援助方針を採っている一方，宗主国の状態

はどのようであったろうか。まずイギtリスからみてみよう。第6表は，イギリ

スの国際収支を戦前 (1938年)と戦後について対比したものであるが， 顕著な

変化が二つ起っている。第一は，利子利潤・配当が戦前の 1億 7，500万ポy

ドから戦後は 8，730万ポンド余り (1946-51年平均〕と半減している一一ースター

リング地域へのアメリカの資本輸出等の浸透があったためと思われる一一ーのと

第5表 アメリカの南方アジア諸国向け政府援助

1951-57年と1964-70.年

1951-57年 1964-←70年

ち町ドノ厚i% 金(100万ドル額ユ % 

合 計 35，527 100.0 31，868 100.0 

アフガェ芳、タ γ 52 0.1 153 0.5 

ビ ノレ マ 18 18 

セイロ γ ・ネパール 31 0.1 162 0.5 

イ ン ド 395 、1.1 4，790 15.0 

イ ン ド シ ナ 992 2.8 3，093 9.7 

イ コン ド不、ンア 96 0.3 575 1.8 

，、 キ ス タ ン 334 0.9 2，003 6.3 

フ イ リ ピ? ユ/ 116 0.3 
22724 4 

0.9 

タ イ 103 0.3 0.7 

南方アジア諸国 2，13，7 6.0 11，292 35.4 

同た場じ合フィリピγを除い 2.口21 5.7 11，018 

(出所 U.S. Dept. of Commcrcc，品川前町'alAbst四 ctof the United晶 ates，1958， pp 
869-873. dム 1971，pp. 759-761より作成.

7) lbid.， pp. 3十38，向上， 46-47ベータ.
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対照的に， 第二に， 政府支払の巨大化である。戦前の 1，600万ポY ドから戦後

は 1億 8，700万ポ Y ド余り(1946← 51年平均〕と実に 12倍近〈にふ〈れあがって

いるのである。そして ζの政府支払の内味は，第 7表に示されるように，イギ

リエ帝国を維持するための政府海外軍事支出が大半を占めているのである。海

外からの貢納の減少と帝国維持のための軍事支出の増大，ここに，アメリカに

第6表.英国の経常的国際収支勘定(1938年および1946年一-52年〉
(単位 100万ポンド〉

項 目 11蜘 119岨
1

即 1 1叫~ I 1949 I 1蜘~ 諮
輸出入貿易 l→302 H 176 ト)425 H 203 H 154 ト.)146 H 779 ト→ 84

貿 易 外

利子・利潤・配当 同 175付同 71 1+) 80 同 76仲) 78 [什 121同 98(十) 45 

海 運収入 同 201+) 29 1+) 33 [十) 76 仲) 82 1+) 120 十j-)12 1+) 49 

政府支払 (→ 16 H 363 H 230 i→92 H J48 [ー.)1~9 (ー)151 ト斗 96 

そ v) 他 (剖 53十H 95 H 3) 1.刊 117同 148(刊 2971+) 247 出 110

貿易外収支計 1+) 232 ←→ 168 ト)120 (判 117[什 1601+) 404 I+i 314 同 108

国段 収 支 給 計 (→ 7( ←→ 34 (ー.)545 (→ 26 仲] 白 1+)258 ト.i465 1+) 24 

(出所) The Bank for lnternational SeHlem引1f.s， The品。iingAγ"ea， 1953.首藤清訳'"'、

タ リソグ地域 国際収支より見ナこ分析」昭和2S年， 65ペジ。

第 7表英国政府の海外関係歳出および歳入(1946ー 1952年〕
〈単位 100方ポンド〉

項 目 1948 Iω1 1950 1951 1952 
前半

支 山

軍 事 374 209 113 110 97 122 65 

行政，外交など 20 25 34 37 37 41 27 

救済および復興(1) 123 118 31 20 14 7 1 

植民地贈与 10 7 10 16 18 17 18 

合 計 527 359 188 183 166 187 111 

収 入
〔23〕6 (21〕5 

軍需品処分など 164 129 96 35 27 

差引支払超過 363 230 92 148 139 151 96 

(注) (1) ドイツに割当てた正味金額を含む，
(2) 米国の防荷援助金1951年400フヲポンド， 1952年の前半丘町0万ポンドを除外するぬ

(出所) The Bank for International Settlements，噌 czt.，首藤訳，前掲書， 67ベー γe

合言|

1，090 

221 

314 

96 

1，721 

502 

1，219 
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ユターリング地域を食い荒され，民族解放闘争の矢田に立ち，両者に挟撃され

るイギリス帝困の苦悩がほっきりと示されている九そして民族解放闘争にお

いて東南アジア地域が重要な役割を果したと正は，た左えばイギリス帝国維持

の海外軍事活動の費用であった1949年の追加予算 2，100万ポンドの内東南アジ

アのマレー， ピゾレマ向けが 1，725万ポンド， 実に82%を占めていたこどからも

明らかである九

次にフラ γ スについてみてみよう。戦後のフランスにおいてもイギリスと同

じく軍事支出が膨張し，軍事費が歳出総額に占める割合は， 1949年の18%，50 

年に19%，51年に25%，52年に36%，53年に33%，54年に36%と極めて高くな

ってきているのはイ Y ドシナでの「紛争」の泥沼化のためであり(その他にアメ

りカ主導下のNATO加盟に伴なう軍事支出があるが)， そしてそれがもlとで物質不

足1':/フレ，財政危機，フラ Y の弱化となっていったのである円

最後に象(インドネシア〉使いの少年と言われたオラン夕食(=弱小な帝国主義国

という意味)。インドネシアの民族解放閣争を制圧するために12万 5干の軍隊を

戦後イ y ド不シアにオラ γ ダは進駐させたが，それがどり程度の草事支出と国

際収支の危機をもたらしたかについては具体的な数値は入手できなかったが，

イγ ドネシア町民族解放闘争によって「何よ bも重大な乙とは，オラ γ ダ人の

象使いの少年の上うな弱きが暴露きれたことである。人口9，000，000のオランダ

がゲリラ戦の衰退したイ γ ドネシアに， 125，0ωの宍五三装備軍隊を維持するため

に要する努力は，アメリカが中国戦場に2，0∞，000以上の軍隊を維持するために

必要なそれとほとんど匹敵する。フfランタ人はその生活を支えるだけの資源を

もたないし，その上ゲリラ戦状態の下にあっては，イ y ドネシアを奪還してそ

れを賄っていくのに必要なだけの歳入をインドネシアから上げることはできな

8) なお，イギリス脅園田危機については， R. Palm Dl1tt， Crisis of Britain and B1"Itish 
EmPire， 1949，曹関内

9) Ibid.， p. 280 

10) 和田正康，フラン的危機kその背景， ，世界睦済」第7巻第10号，昭和27:年10月，および，松
岡瞳二郎，誌丘のフランス経諸政策と1954年度予算， ，世昇経済」第9巻第7号，昭和田年7月.
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い。乙れは象使いの少年の手におえる仕事ではないのである。」叩とヲティモア

が言うように，よーでも民族解放闘争によって帝用主義植民地主義事業の利

益から損失への逆転がおこフているのである山。

東南アジアにおいても第一次大戦を一つの画期として資本主義の発展がみら

れるとともに帝国主義・植民地主義支配に反抗する民族解放闘争の輝かしい歴

史があったことは，今川瑛一氏の研究開等によって明らかにされているが，と

りわけ第二次大戦は，その全域を戦火にまき込んだこと，ポンド残高に代表き

れる宗主国の収奪が強化された反面，大戦中の支配の弱化・動揺がみられたこ

と等のため戦後は「激動するアジア」と呼ばれるほと!帝国主義・植民地主義に

反対する闘いが高揚した。このことは弱体化した宗主国にとっては支配体制の

危機であったけれども一人強大化したアメリカにとっては，まさに旧宗主国に

取って代わる好機であった山一一アメリカの援助の少ないことはその一つの表

われであったーーのである。しかし，そのことは，弱体化した宗主国に代わっ

て今度はアメリカが東南アジアの民族解放闘争一一戦後の社会主義世界体制lの

成立したもとでは社会主義を展望しうるものとしてのそれーーの矢面に立たざ

るをえなくなったのであり，その一つの表われとして軍事的性格がその援助に

色濃く付着しているの Eある。

以上われわれは，戦後アメリカの対東南アジア援助が少なかりたこと，およ

び援助に軍事的性格が強い ζ とについて述ベてきたが，ここで二，三ことわっ

11) Qwen Lattimore， The situiuion in Asia， 1949，小川修訳「アジアの情勢」昭和25年， 228 

12) 10年以上にわたる民族解加勢力の闘争の発展に抗して，アフリカ植民地支配の維持，資源略奪
りため，寧説。4分 OJ3，国家予算の40拍を投入せねばならなかった弓ル lガルで起こった最近
の政変(昭和49年4月25日〉も，この逆転が原因となってもたb苫れた結果であろう。

13) 今川瑛一，前掲書。
14) 以上のことは，何も目新しいことではない。キューバとフィリピンでの独立運動(各々 ， 1895 

年と1896年から本格化する〕によって，その植民地支配が危機に陥ったことを好機に，宗主国ス
ベ主ンに取って代わる(その樟独立運動を制圧する〉ため行なった米西戦争 (1898年)が，アメ
リカ旧対丹進出の第一歩であったことは，世界の骨割に立ち遅れて参加した同国がとる再分割闘
争の一つの原型を示していると言えるだろラ。小此木真三郎，アメリヵ帝国主義白肱守、 「帝国

主義とフアグズム」昭和46年所収，参戸g
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ておかねばならないことがある。日本の占領，南朝鮮での独立運動 (1945年 9月

6日，朝鮮人民共和国の樹立〉に対する弾庄， 中国の内戦への介入と台湾への援

助供与，朝鮮戦争等アメリカは戦後東南アジアで膨大な経済的，軍事的負担を

負ったではないかという議論は，問題としているのが主として西欧帝国主義諸

国〔イギリ九フランス，オランダ)の植民地支配の下にあった東南アジア地域に

対するアメリカの援助〈今日，アメリカの援助において最大のシェアを占めている地

域〉であるため的外れで論外であるが， 一つは，アメリカの援助が少ないこと

は，アメリカが東南アシアに関心を示していなかったことを主張するものでは

ないということである。戦前にはフィリピY以外の東南アジア地域に進出し，

独自の勢力圏在構築することができなかったアメリカが，戦後，貿易を伸長さ

せ，資本輸出を増加させたことは， ーの地域への進出を意床しているが，その

本格的な介入は，大規模な援助を損杵としてはじめて可能一一一旧宗主国を圧倒

できること， および民族解放闘争に対処するには， 本来政治的な対処(援助と

は国家資本の輸出である〉が不可欠であるという苦珠で可能15)__であったと言

っているにすぎないのである。

もう一つは，言わずもがなのことであるがアメリカの援助政策が所期の目的

←ー旧宗主国の困難を利用しそれに取って代わるとともに民族解放闘争を制圧

し新たな宗主国とし℃の地位を固めることーーを達成しうるか否かは，アメリ

カの政策以外に当然のことながら，旧宗主国と民族解放闘争の置かれている客

観的な位置と対処の仕方にかかっているのである。

例えば，象使いの少年の支配下にあったインドネシアの場合，その「紛争」

は，国際連合の場にもちだされ，安全保障理事会の討議する(オランダ側の自国

申領土内で起こっていることは自国で解決するとの強い反対を押切って〕ところとなっ

15) たとえば， A.ゴ}ジュは，ィ γド経済の中枢組織と重要請部門を直接的に支配し，管理して
いるイギリスと競争しc，アメリカがインド伝進出する場合の特質が，援助を武器として，経済
的よりも政治的一一インド白民主的運動に対拠1..，インド政府を従属化させるー←なも白である
ζとを指摘している.
Ajoy Gosh.“The Nature of American Penetration in India，" '1両町 T四 zes.Nο50， 

Dec. 10. 1952，アメリカの対印置透の特質， r世界経済」第8巻第3号，昭和28年 3月。
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たが，国際世論とイ γ ドネシアに反帝国主義，反植民地主義勢力が強化された

ため，オラ γ ダを追い出すととに成功したものの思勺たほど向由にアメリカは

介入できなか q た1九またフランスの場合.インドシナ問題を国際連合の場に

持ち出されることは阻止しえたが，結局はアメリカの援助を受入れると ζ ろと

なり，それによって，フラ Yスのイ γ ドシナ侵略戦争費中に占めるアメリカの

援助の比重は1951年の12%から53年の60%，54年の閃%と増大したことに示さ

れるように，アメリカはフラ Yλk:取って代わることに成功したものの，民族

解放勢力と全面的な武力対決を余儀なくされていったのである17L 一方，イギ

リスの場合は，アメリカの介入を避けるため民族解放勢力との妥協=政治的独

立を認める (1947年目イ γ ド，パキスタC'， 1948年りピノレマ，セイロ人 1957年のマレ

〕方向に進み，既存資産と権益を保持するとともに，コロンボ計画 (195C年〉

によって統合を図ろうとしたが，アメリカはこの場合，イギリ;<，の開発資金の

不足につけこみ介入していった引等々の経過をたどったの Eあるが，ただ全

体的なすう勢?とし .C，弱体化した旧宗主国に代わってアメリカが民族解放闘争

の矢面に立たされることとなって，その援助が軍事的な性格を色濃く帯びてい

たと主張するにすぎないのである。

ところで，アメリカが弱体化した旧宗主閏に代わって民族解放闘争の矢面に

立ち，その援助が次第に軍事的色彩を色濃〈帯びて骨たが，その場合，アメリ

カの対処の仕方には，二つの対立する見解があった。

一つは，軍事援助の果す役割を高く評価するものであり，他は経済援助の必

要を説〈ものであった。前者のものとしては， ドレイパー委員会(アメリカ大統

領軍事援助計画諮問委員会， 1958-59年〕の一員であり 1960年に東南アジアを視察

した現役のアメリカ陸軍大佐であった A.A ジョ←ダγの見解がある山。

16) マタマホソボーノレ，アジア¢情勢一一若干の地境的発展一一，日本太平洋問題調査会訳編「ア
ジアの民族主義一←ラグノウ会議の成果と課題 」昭和26年 61-66ベージ。

17) 岡倉古志郎編著「アメリヵ帝国主義J昭和45年.104ベージ。
18) 具島兼三郎「現代の植民地主蓋J昭和33年， 162-164ベージ。
19) Amos A. Jordan with a Foreword by WilliaIll H. Draper. Foreign "Aid an.d the 

D吃fenceザー SautheastAs叫 lQ62，なお，同書で扱かわれているりは，東南アジアのいわゆる
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伎はアメリカが経済開発を行なうならば，人道的目的以外にも，(1)アメリカ

との貿易が拡大し輸出が増大することで低開発国は利益をうけ，また必要な原

材料をアメリカは入手できるようになるという意味で経済的目的が達成され，

(2)貧困は，共産主義を含む全体主義を生み出す危険があるため，経済開発は政

治的安全にとっても必須であるという意味で政治的目的を満足させ， (3)経済開

発を促進すれば，アメリカの防衛負担が低開発固に肩代わりできるという意味

で防衛的目的が充足できる，とする見解に異議を唱える。

彼はその理由と Lて， (1)東南アジアを含めて低開発国は交易条件の悪化に悩

んでおり貿易の拡大は有利に作用せず，また低開発国が国内開発を行なえばア

メリカの必要とする原材料は低開発園内で使用され晶ため経済的目的は達成で

きないからであり， (2)伝統的なパター γ や慣習をひっくり返し欲望を刺激する

ため開発とは，その本性からして非安定的なものであるの乙長期はともかく

短期においては，開発は政治的安定をもたらすよりもむしろ安定破壊的である

から，政治的目的を満足させえないからであり， (3)開発が成功した長期におわ

ては防衛負担に耐えうるようになるかもしれないが，東南アジアの近い将来に

は適用できないから防衛的目的を充足できないからであるとしている20)0

そこで，ジョ ダンは，経済開発によって目的を達成するよりも，むしろ開

発過程での戦略的要素である〔と彼が認識している)(1)生産性を上昇させ生産基

盤 Eインフラストヲクチュア〕を形成する投資， (2)技術者・企業家等の人的資

源， (3)投資と人的資源を有機的に結合させる制度，とりわけ政府の活動， (4)従

来の因習的なそれから脱却した近代的生活態度の囚つの要素が，実際には， (1) 

軍事上の必要から道路・通信網が形成され，生産基盤が整備されるため，軍事

活動を行なうなかで資本の形成が行なわれ， (2)軍事技術者が技術を伝える乙と

で人的資源の改良・育成が行なわれ， (3)圏内の安全を保つ軍事活動によって政

「防衛支持」く“defence-support")諸国と言われる，カンボクァ，ラォA，パキλタン，フィリ
ピン，台湾，タイおよび南ベトナムの 7ヵ国である。

20) lbid.， pp. 168-174 
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府の活動が有効に遂行されるのが保障されるのであり， (4)低開発国の人々の中

で軍隊は最も近代的な生活態度をとっている部分の一つである，として軍事援

助が経済開発を促進する側面を強調するのである21L 総じて，ジ g ーダYの見

解は，軍事活動および戦争の「旧社会」に与えるインパグトの結果の一つであ l

る「旧社会」の崩壊に伴なう「近代化」を過度に強調するーーもちろん，実際

にはそのような「近代化」がすんなりと行なわれるはずもないが一一ーところに

特徴がある。

以上軍事援助の経済開発に与える効果を高〈評価する見解をみてきたが，そ

れよりもむしろ|対外援助のニュ ノレック」として非常なセンセーシ翠 yをま

きおこした，いわゆる「ミロカン・ロストウ・プラン」却に示される後者。J見 解

がアメリカの対外援助政策的主流を形成していったのであり，後の 11961年ケ

早ディ対外援助法」のベースになったと言われているのである。

同「プラン」には，経済援功計画をたてることが，民族解放闘争への政治的

な対処，更に言えば軍事的な対処をするためのものであることがあからさまに

述べられている Eともに，その対処をする主体がアメリカであることも示され

ている。少し長くなるが引用しておこう。

「われわれアメリカ人は独特白強みを持っている。自由世界後進国のために着実大

規模な経済成長を可能ならしめるほどの資源を持つものは，全世界においてもわが国

だけなのである。しかし，われわれの根本目標は，経済的なものよりは，むしろ政治

的なものである。それが政治的だという意味は，われわれり最も差迫った関心が，わ

れわれの安全に対する脅威 内部的動きの結果であろうと，弱いために他国から利

用されるのであろうと とならない方向へ各国の社会を発展せしめることだからで

ある。ー

経済援助計画は，人々自情熱をl平びきますような政治問題とは無関係であるが，そ

れにもかかわらず政治的影響を及ぼす有効な手段となりうるりである。われわれ

21) Ibid. pp. 181-188 

22) Max F. Millik血血dW. W. Roston， A Pro.ρosal-Key to， an Effective Policy， 1957. 
前田寿夫訳「捜進国開発計画D諸問題一一新しレ国際関係申提案」昭和33年.
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は直接に政治的影響を及ぼそうとすると袋小路に突き当たるのであって，経済援助計

画は，それを迂回する方法 最良の，そして恐らくは，唯一の方法と言いたいーー

である。」却

以上述べているととは，確かに「対外援助のニ z ールックj と呼ばれている

ように，アメリカの援助政策が転機にきたこと， NPち，民族解放闘争に主に軍

事的に対処してきたアメリカが，今後は「最良の，唯一の手段Jとして経済援

助をとりあげねばならないことである。しかし，その際大切なことは，アメり

3わが援助を供与する基準として，援助受入国に(1)援助の効率的な利用を図るこ

と， (2)経済の爾余の部門(援助を受けていない部門〕の効率化を図ること， (3)全

面的な国家開発計画を作成すること， (4)その国家開発計画が世界貿易の拡張な

らびに国際分業と両立すること，の四つを要請していることである出。その意

味するものは，低開発国自身のいわゆる「自助J(self-help)努力を求め， 民族

ブノレジ z ワν の育成・助長を図ると同時に，第四に国際分業との両立を必須

の条件の一つに数えることで，積極的にアメりカ中心の新しい国際分業の網の

目の中に低開発諸国を組み込んでいこうとする意気ごみである。

そして，そのような新しい国際分業体制を構築=再編成する客観的な条件が

1950年代後半からのアメリカには存在したりである。

III 工業化論

前節末尾でふれた1950年代後半からの新しい国際分業体制の構築=再編成に

ついて述べる前に，アメリカの生産構造の変化について一言しておくことが必

要である。

アメリカの生産構造の特質を摘出する上で南克己教授は，周知のように，第

I部門〔生産財生産部門〕を二つ一一 1A (鉄鋼に代表されるような在来型重化学工

業部門〕と 1B (電子・ミサイル部門に代表されるような軍事的性格をもっ新鋭重化学

23) Ibid.， pp. 39-40，向上司 59-60ベージ。
24) Ibid.， pp. 70-71，向上， 97ヘージ。
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工業部門〉 に分け.rと〈に注目を要するのは，新しい IBと在来の IAとの

あいだにもすでに. IAとII(消費手段生産部門〉のあいだの伝統的な開差とほ

ぼ等距離あるいはそれ以上の開差が認められる点である〔繊維→IA→ 1Bミサ

イノレ・宇宙部門の序列)J田と統計的検証 (u.S. Census of Manufactures， 1963を利

用〕をふまえて述べたのも， Lp (本来的な生産労働者〕と L.(科学技術労働者〉と

の比率 L./Lpを手がかりに時期区分を行なっている。

即ち，第1期は， L，，/Lpは12.8%から24.0%へ上昇する189日 1919年(IAの

形成期).第2期は. 24.0%→24.3%→24.6%と安定する1919-29-53年 ([Aの

展開期J.第3期は. 24.6%→35A%へ再び上昇する1953-63年 CIB '"形成期〉

の三つの時期である。そして， ζの時期区分を:行なったのも，第3期 (1953-63

年〉において部門毎に L.!L，を調べると， 兵器部門30.2→111目6%， 精密機器

37.1→58.0%. 電機3L9→50.2%.運輸機械26.6→44.6%.一般機械31.0→44.6%.

化学46.1→64.7%. 石油石炭39.6→57.3%. 食品37.1→50.2%. とIB部門が急

上昇するのと対照的に， 第一次金属 CIAの代表)18.0→23.7%. 繊維恨の代

表J~.8→11.6%が停滞的であり，第 I 部門を二つに(I A と 1 B)に区分するこ

との正しさを再確認した上で，

「一画期としての IBの成立は，ほぼ1958年の頃 (NASA成立)とみられ

ること」酎と述べていることは， われわれの研究とも重要な関わりをもっ。

当然のことながら，一国の再生産構造の特質がその貿易構造を基本的に規定

し，貿易構造の特質に反映されるものである以上，次に貿易構造の変化につい

てみることが必要になる。

アメリカの貿易構造の変化を示したものが第8表である。同表は藤井正夫氏

F が， スタンズ商務長官(当時〕の議会での証言(U.s. Congres~， A Foreign Eco_ 

nomic PoLicy .J向rthe 1970's， Part 5，日丘 For目 gnTJαde， Statement of 111. S. Stans， 

25) 南克己，アメリヵ資本主義の歴史的段階 戦後~r冷戦」体制の性格規定一一'. r土地制度史

学」第47号，昭和45年4月. 12ヘジ。

26) 向上.14へージ。
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第8表アバリカ貿易構造の変化 (単位億ドル〉

1957 1964 1969 1970 

①農産物。)輸 出 47 63 60 73 

車市 入 39 41 50 57 

/ミラソス + 8 + 22 + 10 + 16 

②原材料 4噛 出 33 34 胡 61 

輸 入 5日 55 81 84 

ゾミラーノ戸、 会 17 。21 " 33 会 32

③ 非的技製造術集品約 輪 出 40 44 62 68 

輸 入 29 60 117 129 

ノミラユJス 十 11 β16  ム 55 ム 61

③ 技製造術集品約的 輸 出 88 121 206 226 

輸 入 E白

"' 113 130 

バランス + 72 + 90 十 回 + 96 

〔注) (1) 余剰農産物援助PL480など含む， ζれを除くと黒字は天きく減ずる@
C出所〉 藤井正夫，アメリカの国際収支危機と通商政策の方向 fV7アランスJ25G号， 昭

和46年11月， 44へージ。

Sec同 .ta叩 ofCommerce， June， 25， 1971)をもとに作成したものであるが. 1950年

代末から 60年代医かけてのアメリカ貿易構造の変化は， 輸出入商品を， ①食

用・非食用農産物.(E鉱物・石油などの非農業原材料.(!鉄鋼・その他金属品，

繊維品，はきもの，紙などの消費財を中心とする非技術集約上製造品，④コン

ピューターを含む機械~'"ツト機， 自動車などの輸送機器，化学品などの技

術集約的製造品，の四つに分けてみると，①と@において，即も農業部門と高

度科学技術部門にアメリカがいわゆる比較優位をもっている(①の農産物には農

産物援助の果した役割を考慮しなければならないが)こと， 逆に， ②の原材料と①

の従来型の製造品においては国際競争力を失なってきていることであることが

分かる。

①のアメリカの農産物については多言を周しないが， ④(および⑨〕の製造

業につい℃もう少し詳しくみてみたのが第 9表である。輸送，電機，器機〔科

学・光寺J・医学等で用いる器機の ζ と). 化学および非電機機械の五つの産業部門
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第 9表:アメリカの産業の研究努力と輸出実績， 1962年 (%) 

研 究努 力 輸 出 実 績
産業名 (S1 C) 

R， R， E， E， 

輸 送 (37) 10.0 3.4 5.5 4.1 

航 空 機 (372) 27.2 6.9 8.4 7.6 

輸 i主〔航空機を除く〕 2.8 1.0 4.2 2.6 

電 機 (36) 7.3 3.6 4.1 2.9 

器 機 (38) 7.1 3.4 6.7 3.2 

イ七 学 (28) 3.9 4.1 6.2 4.5 

薬 品 (283) 4.4 6.6 6.0 4.8 

化 学〔薬品を除<l 3.8 3.7 6.2 4.4 

機 峨〈非電気) (35) 3.2 1.4 13.3 11.4 

ゴムおよびプラスチック (30) 1.4 0.5 2.0 1.3 

石材，粘土およびガラス (32) 1.1 4時 1.9 0.2 

石 油および石炭 (29) 0.9 1.8 1.2 0.8 

カ日 工 金 属 (34) 0.8 0.4 2.1 0.7 

次 金 属 (33) 0.6 0.5 3.1 1.8 

手ド 主主 金 属 (333) 0.8 0.5 4.2 4.7 

鉄 0.5 0.4 2.5 0.2 

皮 草 (31) 0.6 0.1 1.7 3.4 

印 周1] 出 版 (27) 0.6 0.2 1.7 1.1 

タ /、. コ (21) 0.3 0.2 2.2 2.1 

食 品 (20) 0.2 0.3 0.9 1.2 

織 物 (22) 0.2 0.3 3.4 1.1 

家具および備品 (25) 0.1 0.2 0.7 告時

木 材 (24) 0.1 * 2.0 6.2 

紙 (26) 0.1 0.3 2.1 3.5 

衣 服 (23) 0.1 4キ 0.7 2.1 

以 上 19 産 業 2.0 1.1 3.2 0.6 

内， 上位 5 産業 6.3 32 7.2 5.2 

残余 14 産業 0.5 0.4 1.8 1.1 

〔注) R，は肱売高に占める総研究 開発日費のハーセント， R，は総雇用教に占める研究， 開発
向け白科学者および技捕者のハーセソト， E，は，販売高に占める輸出町パーセント， E，は
販売高に占める輸出余剰のパーセントを各々あらわす。なお， キは0.05%以下を示す.

〈出所) W. Gruber， D. Mehta and R. Vernon，“ The R & D Factor in International 
T目玉leand Internatiorial Inves'tment of United States Industries，" J(四n但~l of 

Politica1正:Conフmy.Vol. 75， No. 1， Feb. 1967， p. 23.. 
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それらは同表が含U19産業部門合計中. 販売高では39ユ%を占めるにすぎ

ないが，輸出高では 72.0%を占めるーーがアメリカの産業部門の内で最も国際

競争力をもっていること，およびその国際競争力の基盤が研究開発努力による

ものである乙と一一19産業部門合計中，同じ五つの産業部門が総研究開発支出l

の89.4%，企業融資の研究開発支出の78.2%，研究開発向け科学技術者の85.3%

をそれぞれ占める一一ーは明らかである。

ところで，以上述べたような1950年代後半から生産構造および貿易構造主変

化させたアメリカが資本主義世界経済の中心に位置することは， 世界貿易〔し

たがって生産構造〕の変化を惹起せずにはおかなかった。それを低開発国に限っ

てみてみると，第10表に示されたようになる。

従来の主力輸出品であった第一次産品(石油を除。の輸出停滞はおおうべく

もなし、。そして，このような構造変化をとげた世界貿易問におい Cは， 第 8表

第10表.低開発国の主要商品グル フポ別輸出量，輸出額および

輸出単価， 1960-67年

ウェイト
伸び率(.)

商 品 分 類 SITC 1963年
数 量 価 格

食 料 お よ び飲料 ー O十1 29.8 2.4 2.9 

原 材 料 2+4 22.6 2、4 0.7 

j燃 料 3 31.¥ 9.7 8.3 

繊 主荘 品 65 3.5 5.8 

非 鉄 卑 金 属 68 4.8 8.0 

非そ鉄の他卑の令製属品を除〔繊〈維〕および 5-8 たをだし
65， 68 除く

5.5 15.4 

次 産 品 。-4 83.5 5.1 4.3 

燃料を除く一次産品 。十1+2+4 52.4 1.9 

製 造 品 5-8 16.0 7.6 11.'0 

合 計 。-9 100.0 5.7 5.4 
L 

〔注) [1) 社会主義に対する輸出を除し (2) 1960二 100とレた1967年の世価指数。

価輸指出数単(，) 

105 

89 

91 

95 

120 

99 

〈出所) UNCTAD. 丘四iewof lnternational Traa包 andD.四 'elo.卵ηient，1969-，-Part 
One: Review of Recent Trenaらin Trade and D目 ，，"0.ρ問問t，日本エカフェ協会，
「調査資料月報」第2巻第11号，昭和44年11月， 19ベ ジ.
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において分類した②鉱物石油などの非農業原材料加と CE鉄鋼・そ白他金属品，

繊維品，はきもの，紙などの消費財を中心とする非技術集約的製造品において

輸同拡大の機会をつかむのであって，幸運にも①の原材料の賦存している諸圏

を除げば，低開発諸届も，①の非技術集約的製造品の生産拡大=輸出拡大を行

なうこと，いわゆる工業化を行なうことが一一少なくとも，国内経済構造に根

本的変革を加えない限り 必要なのである。と乙ろで，本来きわめてあいま

いな用法を許す工業化も，低開発国(当時は植民地〕の経済開発も決して目新し

い (1950年代後半以降に限られる)ものではないのであ品。核心な ζ とは言葉の背

後にある事実をさぐることである。

東南アジアにおいては，戦前にも工業化論が存在したのであって汽 そのこ

とは，いかに買弁的，前近代的，官僚的なる性質を随伴させていたとしても，

いかに歪曲された形態をとっていようとも，資本主義の発展がやはり進行して

いたのであり円就中民 族ブルジ zワジ の利害を基本的には反映していたも

の Eあった。まして戦後においてはそうであった。

27) 戦撞世界貿易の構造変化を最初に把握したものは， いわゆる「ハーパラー報告J (GATT. 

Trends in ~何回.uaional Tγ-ade， 1958)である。

28) SITC '"原材料 (2+のには，農業，林業等の原材持品も古まれるのであるが，第8表での原
材料は，いわゆる再生産不可能な主に鉱物性のものを示す。たとえば，マイクセルによる1960.→

75年の低開発国の原材料輸出拡大率(予想〉では，右油7.5、J8.D%，鉱物金属4.3......4.8%.農

産物2.4~3.1拍となっており，農産物を別扱いしている.

R. F. MikeseU. ~町'eign Investment in Petrolet棚田zdNIineral In品 stries，1971， p. 4 

29) 岡倉古志却氏は，アヅアにおける工業化論の系譜として，民主主資本の高揚期であった192C年代

のイゾドにおける「スワラジ・スワデジ」の理論，世界恐慌による192D年代の工業化論の挫折白

後にきた復古的な工業化論j いいかえれば，農村工業を中心とした工業化論〈代表的な論者とし

て，ガンジー，ルケノレター，方願延. J. B.ティラ ， R.H トーエ サ アーサー・ソノレ

ター等がいる).194D年代田新民主主義的な工業化論をあげている a

岡倉古志郎「東南アジア盟済詰」昭和25年) 15-18ミ 九

30) 中島太一氏は，従来の「半植民地半封建社会」という革命前の中国社会の規定申不十分さを
中国においても. 1890年を起点として産実革命が始まり，エ業D持続的拡大が行なわれ， とく

に，第一次大戦時と1930年代前半には高い成長をとげた中国産業資本田発展にまめている G.イ
ソドについても.19世紀桂半から工業の発展が進行G， r現在の臼度は， 16-世紀白英国の如くま

だ資本主義を有せぎる前資本主義社会たるものではない。そは既に発展せる近代資本主義をそ由

真中に抱ける前資本主義社会である」との古軸甘規定がある。
中島太一「中閏官慣資木主義研究序説一一帝国主義下の半植民地後進資本制lの構浩一一」昭和

45年，矢内原忠雄「帝国主義下の印度」昭和12年， 154ベーター
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問題は，そうした低開発国の民族プノレジョワジ←の側からの工業化の要求に

どのような対応が行なわれたかである。

例を戦後のイギリスにとってみよう。イギりスの低開発困(当時は植民地〕経

済開発は， 1929年の植民地開発法 (ColonialDevelop血 entAct， 1929)を以って

始まり， それを改正した1940年の植民地開発福祉法 (ColonialDevelopment and 

Welfare Act， 1940)の制定後本格化したと言われるが， ここでは， イギリスの

経済開発の特徴をよく示していると思われる1952年の英連邦会議での議論をと

りあげてみよう。

主要な議題は二つあった。一つは，各植民地および自治領の開発法の整理に

よる原料を中心とする国際的輸出品の増加，もう一つは，英帝国特恵関税制度、

の強化であった。当時のイギリユは既に第6表においても示したように，国際

収支の悪化に悩んでいたが，イギリ月側の主張は，国際収支の改善策としての

輸入削減がようやく限界に達したため，植民地の原料輸出の増大によるドノレ獲

得を行なわねばならず， 'そのためには植民地の工業化は阻止しなければならな

いこと，また，開発投資計画においτ最優先順位をつけるもりは，ポンド地域

の国際収支改善に直接間接寄与する開発計画であり，したがって，開発される

資源は，現在ポ y ド地域から輸入されている資源に町きかえられ Fノレを獲得す

る資源でなければならないこと，であコた3"0

このようなイギリス側の主張に対して Iパキスタ Y ・タイムスJ(1952年12

且5日付)が次の土うな論評を加えたのは当然のこ左であった。

「今回の会議の主要目的自一つは イギリスが他旧連邦諸国，特に低開発の主と

して原料を生産する諸国り財政経済の上に振ってレる支配力を維持し，強化しようと

するととにある。こうした事実の背景を眺めるとハキスタンとしては，どうしてもイ

ギリスと利害を共にL イギリス白政策に協調しようとする気こはなれないDである。

われわれの長期計画は，経済の安定と広汎な自給自足体制の確保とにある。こ回目的

は，圏内D工業化促進によってのみ達日成される。ハキスタン，セイロ γ及びインドの

31) 佐瀬六郎「イギリスの経済開発」昭和31年，剖O却1ヘジ.
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工業化を阻止しようとする意見は，工業化した園に安い原料を併』告し，その過剰工業

製品を連邦諸国内で消化する現体制維持の願望から出発したものである。従ってz イ

ギ"スの必要とパキスタンの要求とは根本的な背馳があるo その解決に出方曹とは つ

しかなし、。パキスタ γが断然イギリスとの財政経済的枠をたち，園内発展のための独

自の道を選ぶことである。」四

以上のことは何もイギリスに限られたことではなかった。 R.パーム・ダゲ

トも言うように r戦前，西欧のマ γャノレ援助受入諸国は，世界輸入額の 5

分の 2を輸入し，世界輸出額の 3分の lを輸出していた。これら諸国の輸入の

4分の 1は，物資の輸出によって支払われたのではなかった。実際のところ，

これら諸国が植民地領土からもってきた原料は，直接かれら自身の必要を充す

ために使用されただけでなく，西ヨ ロッパがドノレ物資購入にあてるべき為替

かく得のため， アメリカおよびドノレ圏諸国に売却さ礼たりであった。」開戦前に

おける西欧諸国の経済の実態は以上のように植民地の収奪の上に成わたってお

り，工業化阻止的であった。しかし，このような腐り切った寄生経済は民族解

放闘争によって掘り〈ずされつつあったのであり，それが植民地産出の原料獲

得の困難→国際輸出品の減少→ドル危機となってあらわれたのであるが，それ

に対処するのに戦後期においても，植民地の原料の開発・増産→国際輸出品の

獲得→ドル獲得.本国の国際収支の改善のため使用するという方針をとり，そ

のために工業化に反対する開発政策しか提起できないことは，その限界を示す

ものであった。たとえ，第11表にみられるように， 1950-54年にイギリスは植

民地へ約5億ポンド投下したが，植民地から流入したのは 6億ポY ドであって，

約 1億ポンドを国際収支の改善のため役立たせるという「成果」をあげた一一

それは主に，マレーのゴム，錫と西7フりカのココアによる一一ーとしても。

アメリカの対応は，もちろんこれと異なる。早〈も1947年にアメリカの経済

学者ユ ジ~..?テイレーは，経済開発には次の五つの要素が必須であると L

32) 和田正康，英連邦会議と開発計画. 1世界経済」第8巻第3号』昭和28年 3月.14ベージによ
る。

33) R. Palm Dutt， ot. cit.， p. 110 
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第11哀英国の植民地への投資額

瓦議------!とi1950 1951 1952 1953 

西アフりカ 1-1 35 ←) 31 ト) 21 (ー) 21 

東アフリカ(" 1+1 7 トH 2 [十) 23 1+1 55 

マライ地域 ト) 80 ト.1 101 t→ 2 1+1 28 

西イ γ 下 件] 7 件) 16 (判 23 1+1 6 

その他地域防 ト←) 4 件) 3 

合 971 ト]山 1 1十)

〈注) 111 1952年までは東部および中部アフリカ。 (21 香曙を除く P

E出所〉 佐瀬六却「イギリス白極済開発」昭和31年， 208ベージ。

(単位 100万部ンド〉

1954 

」→ 62 ←→ 173 

(刊 54 1+1 141 

ト十) 19 H 136 

件] 6 1+1 58 

十十) 7 

17 1 H 103 

て. (1)農業生産の改著，そのためには思い切った農業改革の必要. (2)工業を発

展させる. (3)運輸・通信等のインフラストラクチュアの建設. (4)技術援助の供

与. (5)教育の重視をあげたのち，

「いったい西洋は東洋における経済的発展を奨励すべきであろうか。むしろかかる

過程を阻止するかあるいは少〈とも遅滞せLめるべきではなかろうか。これに対する

解答の一つは世界平和の見地に立って，大衆的窮乏の継続のうちに危険が存在するこ

と，開発地域の生産および消費能力の向上によって全世界が積極的な利益を引出Lう

る事実に注意をむけることである。もう一つの解答3 しかも絶対にLりぞけえない解

答は，東洋における近代化の過程は，これを阻止すべくすでにあまりに進んでいると

いうことである。もはや後戻りはできない反作用が始まっている。この過程は『巻き

返L..~うるものでほないu 西洋は東洋における近代化に与えつつある援助〔教育上，

布教上の接触，貿易および投資等々〉をもはや引込めることさえできない。なぜなら

西洋はあまりに多〈の人道上，政治上，経済上の利害関係をかの地に有しているから

である。」卸

と述べている。この見解に特徴的なものは東洋における近代化」がもは

や阻止しえないこと，同じことであるが，旧来の植民地経済の状態にとどめて

34) ユージン ステイ ν ，アジアの腫済開発に関するニコの問題，日本太平洋問題調査会訳編，

前掲書. 74ベージd
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おくことが不可能であり，新たな対応=経済開発，それも工業化，が必要であ

るという認識である。

しかし，工業化と同一視されるような低開発国経済開発をアメリカが本格的

に提起し，実践するには，弱体化した帝国主義国に取って代わるこ Eーーその

ことは，不可避的に民族解放闘争Eの対決に導かせ，新たな対応を必要とさせ

Tこ一一および，工業化を許容するような生産=貿易構造が形成されることが必

第12表第2次大戦前の東南アジア諸国向け対外投資

;ムムよト415翠212:i351 1 127I17 
5よみ玉川詰:1叶2凹 135 1 1.0401 12 11ネ引
い年1町 rlE222| | ! | |;222:::z 

t足以ドJ22212a7γ1 1 1 1 3;:5 

2938年 1同万j器1 1 ~~ 1 1 1 I:~ 
いおiEE詫1 1 Iも1 I 1 3~~2 

いん市器21 12;i l i lt2 

(439年iいJ:〕1E諮問
7)判!議)1 1 1 

(注) (1)主として公債

ー
(z) 政府僚と産業債(31 ハキスタンとセイロンとを含む。

|(3M 420 

(4) 1943年白米商覇者の直接投資についてのみの推空値(単位 100万ドルl，なお，カッ
コ内の数値は 1ポンド5ドルで換算されたドル表示額で単位は100万ドル。

〈出所) ECAFE.互主'0回 mx品 開 叩 ofAsia and the Far East， 1970， p. 8，日本エカフェ
協会訳「アジア経t青年報ー1971年」昭和49年， 14-15ベー九
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要であヮた。

最後に，帝国主義国の東南7ジアへの資本輸出についての統計を用いること

で，以上のことを確認しておこう u

第12表が示すように，戦前においては，フィリピ y 以外にはほとんど進出で

きなかった〔蘭領イシドの直接投資において.6.7%，英領マレーのそれにおいて6.4%，

またイ Y ドのそれでは0.9%のシェアを占めるにすぎない〉アメリカが，近年 (1967年

末〕においては， イγ ドネシアの直接投資において73.2%. マレーシアのそれ

においては11.9%， インドのそれでは20.6%の他， パキスタ γの22.3%， タイ

の40.2%を含めて東南アジア諸国向け直接投資残高のうも35.6%を占めるに至

っている話弘

また，第13表が示すように，分野別構成土じでは，製造業の-:/::t:アが一番高し

第13表.東南アジア諸国(，)におけるDAC諸国からの分野別，

本社国別海外直接投資残高 (1967年末〕

本社国別構成比

?1間陣別構(%) 
アメリイイギリスフランス|西独|オランダ日 本

石 油 1，102.3 22.1 54.3 24.0 0.5 20.1 

鉱業・精錬 252.5 5.1 19.0， 30.9 30.3 9.1 

是正 業 939.1 18.8 6.( 75.0 12.7 0.1 2 

製造業 1，547.7 31.0 34.1 37.6 4.4 3.8 1.6 7.8 

貿 易 504.4 10.1 44.7 42.4 4.2 0.9 0.5 3.0 

公共事業 123.0 2.4 31.7 49.6 17.1 

運 覇市 68.0 1.4 25.0 45.6 11.8 8.8 1.5 

銀行業 133.5 2.7 33.3 50.6 4.1 1.1 0.7 5 

観 光 127.0 2.5 60.2 27.2 5.1 1.6 5.1 

その他 194.0 3.9 73.7 19.1 0.<; l 

B" 計|叩1.51
3.9 

(注) (.) オセアニアの関尭途上国も官U".
(出所) United Natio四 ，Multinational Corpo印刷nsin WorldD回品中ment，1973， p. 1S1， 

外務省監慢，武沼昇.青沼静，佐藤知子共訳「多国籍企業と国際開発」昭和48年， 180ヘ シ。

35) United Natio田 .0ρcit.，p. 183，外務省監修，武沼他訊前掲書， 182へージ。
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製造業と石油， 鉱業・精錬で58.2%を占めているのに対し， 戦前(第14表参照〉

では，農林業を中心とする一次産業と社会資本の比重が高<，製造業のシェア

が低いことが特徴であったお)。

IV むすび

第三次大戦後，とくに1950年代後半以降，帝国主義の低開発諸国に対する支

配の形態が変わってきたことについては，既に多くの識者の指摘があり，一般

にそれは，旧植民地主義から新植民地主義への転換として説明されている。

その場合のメノレクマ ノレとしては，政治的には1 宗主国が直接支配を行なう

(それにはしばしばむきだLの暴力的支配が伴なう〕ことから，形式的な独立を与え

ながら，実質的には国家主権を制限し，従属状態にしばりつける間接支配の形

態への移行，また経済的には，植民地の直接的な搾取・収奪から，二国間協定

を結んだり〔そのことは，従来の権益を保持し，宗主国への従属状態を固定化すること

第14表.第2次大戦前の宗主国からの対外投資の産業別構成 (%) 

一次産業 社会資本

鉱 業(主た品F襲) (時)製造業 総 計

(害告を)

フィリピン(アメリカ. 1935年〉 23.2 32.9 34.2 9.7 100.0 

インドネシア(オランダ. 1937年〉 19.4 45.6 33.1 1.9 100.0 

イ ン ド(イギリス， 1948年〉 4.0 2::W 48.0 19.4 100.0 

ピ ノレ マ(イギリス， 1948年〕 56.5 21.0 16.7 5.8 100.0 

マ ラ ヤ(イギリス， 193648年年年〕〕〕
17.5 70.2 12.3 100.0 

仏領イ γ ドシナ(フヲソス731982 1!i8 32-3 ::16.0 15.9 100.0 

朝 鮮(日本， 193 17.8 6.8 53.0 22.4 100.0 

台 湾(日 本， 1939年〉 12.0 8.6 13.2 66.2 1日0.0

〔出所) ECAFE，ゆ口't.，p: 9， 日本エカフヱ協会訳，前掲書， 16へージ。

36) 第14表において，台湾の製造業のみが著し〈高し、シヱアを誇っているが，そ自内実は，日本D
臨戦状態での軍需工雫建設にすぎなかったことについては，小材英ラミ.193C年代経半期以降の台

湾「工業化」政策について， I土地制度史学」第61号，昭和48年10月，参照，
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』こつながる〉援助を与えたり(独占資本の貿易・資本輸出への水先案内になる〉とい

った形態に変わったこと，また，ー閏の支配から複数の帝国主義国の共同支配

=集団的植民地主義があらわれてきたと止などがあげられる。

ところで，このような支配の形態の変化について説明する場合，変化の背後

く物質的基盤)には， 低開発国における工業化=民族フ:ノレショワジーの育成・功

長という一節が不可欠であるというのが，われわれの立場である。

たとえば.J.ウォディ旦が，今日，帝国主義がその目的を達成するには，低

開発国において，ある程度現地の資本主義を発展させることが必要であり，い

ささか簡単にすぎると断わりながらも，

「古い植民地主義は，要するに，外国帝国主義と現地の前資本主義勢力との同

盟であったが，新植民地主義は，一般的に言って，新しい同盟，外国帝国主義と

現地のブノレジョワジーおよび小ブルジョワジーとの同盟をあらわしている。」叩

と述べていることは示唆的である。ウォディスも言う如く今日の植民地主義

は，単に弱化し，後退し，危機に陥った植民地主義さはなく，新たな活動の基

盤を積極的に創り出し， 新たな同盟者を求めていく植民地主義でもある(しか

し.:f::のことが今度は新たな矛盾を生み出し， 自らの墓掘人をつくりだすのも不可避な

ι〉式三泊。。

われわれは.戦後から1950年代末までアメリカが東南アジ7において，この

ような新植民地主義を次第に形成してくる背景一一それは現象的には，援助の

シェアの低いこと，援助が軍事的性格がつよいことおよび回年代末から経済開

発型の援助が増加することとしてあらわれるーーをさぐってきたが，以上検討

したアメリカの東南アジアとの関わり合いが本格化する羽前年代の実態をふま

えた分析が次に果すべき課題である。

37) Jack Wod<，lis， An Introduction to Neo-Coloni.alism. 1967，田ー 58-59，アジア・アヲリヵ
研究所訳「新植民地主義」昭和45年.83ベ ジ。


